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第２章 京丹後市の高齢者を取り巻く状況 

１ 人口の状況 

（１）年齢別人口 

本市では人口減少が続いており、令和２（2020）年の国勢調査の結果では 50,860人となっ

ています。 

年齢６区分別にみると、64 歳までの各年代の人口は減少しています。65 歳以上の高齢者

人口は平成 27（2015）年までは増加していましたが、令和 2（2020）年から減少に転じてい

ます。高齢者のうち、65～74歳の人口は増減を繰り返しながら令和２（2020）年には 8,418

人、75～84 歳は平成 22（2010）年までは増加傾向で平成 27（2015）年に減少に転じ令和２

（2020）年に 6,508人、85歳以上は増加で推移して令和２（2020）年に 4,366人となってい

ます。 

【年齢６区分別人口の推移（国勢調査）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※合計には年齢不詳を含むため、年齢区分ごとの計と一致しない場合があります。 

 

直近の推移では、74歳までは減少で推移していますが、75～84歳は令和４（2022）年に増

加に転じ、85歳以上は令和４（2022）年に減少に転じています。 
 

【年齢６区分別人口の推移（住民基本台帳）】 
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年齢６区分別の人口構成比でみると、各年代ほぼ横ばいで推移しています。 

 

【年齢６区分別人口構成比の推移（住民基本台帳）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※端数処理のため合計が 100.0%にならない場合があります。 

 

（２）人口ピラミッド 

本市の人口ピラミッドをみると、団塊の世代である 70歳から 74歳の人口が最も多くなっ

ており、令和７（2025）年には団塊の世代が全て 75 歳以上になっていくことから、65 歳か

ら 74 歳の前期高齢者数は減少する一方、75 歳以上の後期高齢者の増加が進むものと見込ま

れます。 

【京丹後市人口ピラミッド（令和５（2023）年）】 
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（３）高齢化率 

高齢者人口（65歳以上人口）が令和２（2020）年に減少に転じた一方で、高齢化率（65歳

以上人口の割合）は増加傾向にあり、令和２（2020）年の本市の高齢化率は 38.2％で、全国

平均の 28.7％を大きく上回っています。本市の高齢化の進行は、全国よりも速いペースで進

んでいます。 
 

【高齢者人口及び高齢化率の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 高齢者世帯の状況 

（１）高齢者世帯数 

高齢者人口の増加に伴い、平成２（1990）年から 65歳以上の人のいる世帯は増加傾向で推移

していましたが、令和２（2020）年には減少に転じて 12,160世帯となっており、一般世帯に占

める比率は 60.5％となっています。高齢者世帯数の推移では、65 歳以上単身世帯数、65 歳以

上夫婦のみの世帯数ともに増加しており、令和２（2020）年でそれぞれ 2,980 世帯、3,087世

帯と、平成２（1990）年に比べ、1,954世帯、1,957世帯増加しています。 

【高齢者世帯数】 
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（２）高齢者世帯の割合 

65歳以上の人がいる世帯の割合（世帯率）は、国・府の割合を大きく上回って推移していま

す。特に 65歳以上の人がいる世帯率では、国・府の割合の 1.5倍となっており、65歳以上の

人がいる世帯における夫婦のみの世帯や単身世帯が多いことが特徴となっています。 

 

 【65歳以上の人がいる世帯率の推移と比較】 
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３ 介護保険事業の状況 

（１）要支援・要介護認定者の推移 

要支援・要介護認定者数は、高齢化の進行を背景として増加が続いていましたが、令和５

（2023）年に減少に転じて 4,117人となっています。要支援者は増加しており、要介護５は減

少傾向で推移しています。 

要支援・要介護認定者の構成比をみると、近年は要支援１・２の比率の増加が続いています。 

 

【要支援･要介護認定者の推移】 
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【要介護度別認定者構成比の比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）要介護認定率 

本市の 65歳以上人口に占める要支援・要介護認定率は、国を上回り、府を下回っています。 
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（３）給付額の推移 

要支援・要介護認定者の増加に伴って、介護サービスの給付額も増加し、令和４（2022）年

度は、57億 7,000万円となっています。サービス別・要介護度別の給付額を、国・府と比較す

ると、サービス別では施設介護サービス、地域密着型介護サービスの割合が高く、要介護度別

では要介護４が国・府に比べて高い割合となっています。 

【サービス別給付額の推移】 
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４ サービスの利用状況 

第８期計画の介護予防サービスと介護サービスの令和３（2021）年度から令和５（2023）年

度の計画値に対する実績値の状況は次のとおりです。 

（１）介護予防サービス 

 令和 3（2021）年度 令和 4（2022）年度 令和 5（2023）年度見込み 

実績 計画値 
計画 

対比 
実績 計画値 

計画 

対比 
実績 計画値 

計画 

対比 

介護予防サービス          

 
介護予防 

訪問入浴介護 

給付費(千円) 0  0  － 0  0  － 11 0 皆増 

 回数(回） 0  0  － 0  0  － 0.1 0 皆増 

 人数(人) 0  0  － 0  0  － 0.1 0 皆増 

 
介護予防 

訪問看護 

給付費(千円) 24,226  34,056  71.1% 24,168  36,064  67.0% 22,636 36,979 61.2% 

 回数(回） 460  685  67.2% 426  725  58.8% 383 744 51.5% 

 人数(人) 74  102  72.5% 80  104  76.9% 81 105 77.1% 

 
介護予防訪問 

リハビリテーション 

給付費(千円) 3,501  2,204  158.8% 3,094  2,530  122.3% 4,177 2,823 148.0% 

 回数(回） 98  76  128.9% 91  87  104.6% 122 97 125.8% 

 人数(人) 9  7  128.6% 7  8  87.5% 7 9 77.8% 

 介護予防居宅 

療養管理指導 

給付費(千円) 740  817  90.6% 659  817  80.7% 768 817 94.0% 

 人数(人) 9  13  69.2% 8  13  61.5% 8 13 61.5% 

 介護予防通所 

リハビリテーション 

給付費(千円) 22,237  28,240  78.7% 22,918  29,686  77.2% 24,919 29,686 83.9% 

 人数(人) 59  77  76.6% 59  81  72.8% 64 81 79.0% 

 
介護予防短期 

入所生活介護 

給付費(千円) 1,804  3,599  50.1% 1,340  3,739  35.8% 1,678 3,809 44.1% 

 回数(回） 22  47  46.8% 19  49  38.8% 23 50 46.0% 

 人数(人) 5  9  55.6% 4  9  44.4% 4 9 44.4% 

 
介護予防短期入所 

療養介護(老健) 

給付費(千円) 64  0  皆増 20  0  皆増 261 0 皆増 

 回数(回） 0.7  0  皆増 0.2  0  皆増 2.6 0 皆増 

 人数(人) 0.2  0  皆増 0.1  0  皆増 1 0 皆増 

 
介護予防短期入所 

療養介護(病院等） 

給付費(千円) 0  0  － 0  0  － 0 0 － 

 回数(回） 0  0  － 0  0  － 0 0 － 

 人数(人) 0  0  － 0  0  － 0 0 － 

 
介護予防短期入所 

療養介護(介護医療院) 

給付費(千円) 0  0  － 0  0  － 0 0 － 

 回数(回） 0  0  － 0  0  － 0 0 － 

 人数(人) 0  0  － 0  0  － 0 0 － 

 介護予防 

福祉用具貸与 

給付費(千円) 32,892  31,355  104.9% 37,590  32,081  117.2% 44,097 32,363 136.3% 

 人数(人) 428  425  100.7% 484  435  111.3% 532 439 121.2% 

 特定介護予防 

福祉用具購入費 

給付費(千円) 3,139  3,713  84.5% 3,658  4,039  90.6% 4,539 4,366 104.0% 

 人数(人) 11  12  91.7% 11  13  84.6% 12 14 85.7% 

 介護予防 

住宅改修 

給付費(千円) 12,089  15,899  76.0% 9,665  15,899  60.8% 12,309 15,899 77.4% 

 人数(人) 13  18  72.2% 11  18  61.1% 11 18 61.1% 

 介護予防特定施設 

入居者生活介護 

給付費(千円) 1,806  1,191  151.6% 624  1,192  52.3% 1,089 1,192 91.4% 

 人数(人) 2  1  200.0% 1  1  100.0% 1 1 100.0% 

地域密着型サービス          

 
介護予防認知症 

対応型通所介護 

給付費(千円) 280  1,450  19.3% 638 1,450 44.0% 453 1,450 31.2% 

 回数(回） 3  13  23.1% 6 13 46.2% 6 13 46.2% 

 人数(人) 1  3  33.3% 1 3 33.3% 1 3 33.3% 

 介護予防小規模 

多機能型居宅介護 

給付費(千円) 47,467  44,642  106.3% 38,055 45,687 83.3% 44,102 46,254 95.3% 

 人数(人) 47  46  102.2% 40 47 85.1% 46 48 95.8% 

 介護予防認知症 

対応型共同生活介護 

給付費(千円) 0  0  － 0 0 － 0  0  － 

 人数(人) 0  0  － 0 0 － 0  0  － 

介護予防支援 
給付費(千円) 26,695  27,802  96.0% 29,793 29,960 99.4% 32,024 31,568 101.4% 

人数(人) 488  519  94.0% 543 559 97.1% 582 589 98.8% 

計 176,940  194,968  90.8% 172,222 203,144 84.8% 193,063 207,206 93.2% 
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（２）介護サービス 
 

 令和 3（2021）年度 令和 4（2022）年度 令和 5（2023）年度見込み 

実績値 計画値 
計画 
対比 

実績値 計画値 
計画 
対比 

実績値 計画値 
計画 
対比 

居宅介護サービス          
 

訪問介護 
給付費(千円) 208,888  226,905  92.1% 228,973  228,223  100.3% 230,381 227,348 101.3% 

 回数(回） 5,691  5,925  96.1% 6,301  5,977  105.4% 6,501 5,966 109.0% 
 人数(人) 330  346  95.4% 329  348  94.5% 343 347 98.8% 
 

訪問入浴介護 
給付費(千円) 3,471  4,697  73.9% 4,168  4,700  88.7% 5,478 4,700 116.6% 

 回数(回） 23  32  71.9% 27  32  84.4% 36 32 112.5% 
 人数(人) 5  6  83.3% 5  6  83.3% 6 6 100.0% 
 

訪問看護 
給付費(千円) 125,578  132,137  95.0% 118,539  133,207  89.0% 114,573 133,191 86.0% 

 回数(回） 1,658  1,797  92.3% 1,575  1,817  86.7% 1,582 1,820 86.9% 
 人数(人) 316  358  88.3% 309  359  86.1% 300 359 83.6% 
 

訪問リハビリテ
ーション 

給付費(千円) 10,007  6,616  151.3% 9,784  7,041  139.0% 14,225 8,094 175.7% 
 回数(回） 263  225  116.9% 258  238  108.4% 380 271 140.2% 
 人数(人) 21  18  116.7% 19  19  100.0% 23 22 104.5% 
 居宅療養管理指

導 
給付費(千円) 6,288  8,057  78.0% 6,636  8,088  82.0% 8,632 8,164 105.7% 

 人数(人) 91  104  87.5% 89  104  85.6% 101 105 96.2% 
 

通所介護 
給付費(千円) 762,447  802,276  95.0% 722,933  887,679  81.4% 718,538 933,669 77.0% 

 回数(回） 7,556  7,900  95.6% 7,122  8,769  81.2% 7,106 9,210 77.2% 
 人数(人) 835  863  96.8% 776  939  82.6% 773 982 78.7% 
 

通所リハビリテ
ーション 

給付費(千円) 112,009  124,689  89.8% 107,981  126,072  85.7% 115,136 126,221 91.2% 
 回数(回） 1,050  1,178  89.1% 981  1,188  82.6% 1,053 1,189 88.6% 
 人数(人) 148  166  89.2% 143  171  83.6% 149 172 86.6% 
 

短期入所生活介
護 

給付費(千円) 403,527  456,972  88.3% 355,381  459,342  77.4% 337,683 463,996 72.8% 
 回数(回） 3,891  4,449  87.5% 3,431  4,483  76.5% 3,205 4,536 70.7% 
 人数(人) 358  413  86.7% 329  414  79.5% 321 416 77.2% 
 

短期入所療養介
護（老健） 

給付費(千円) 24,400  27,458  88.9% 24,553  27,309  89.9% 29,032 28,356 102.4% 
 回数(回） 190  214  88.8% 199  213  93.4% 228 221 103.2% 
 人数(人) 26  28  92.9% 27  28  96.4% 39 29 134.5% 
 

短期入所療養介
護（病院等） 

給付費(千円) 0  0  － 0  0  － 0 0 － 
 回数(回） 0  0  － 0  0  － 0 0 － 
 人数(人) 0  0  － 0  0  － 0 0 － 
 

短期入所療養介
護(介護医療院） 

給付費(千円) 0  0  － 0  0  － 0 0 － 
 回数(回） 0  0  － 0  0  － 0 0 － 
 人数(人) 0  0  － 0  0  － 0 0 － 
 

福祉用具貸与 
給付費(千円) 183,977  184,574  99.7% 190,944  186,873  102.2% 186,334 188,702 98.7% 

 人数(人) 1,066  1,080  98.7% 1,090  1,102  98.9% 1,105 1,117 98.9% 
 特定福祉用具 

購入費 
給付費(千円) 6,646  6,476  102.6% 7,812  6,772  115.4% 7,662 7,067 108.4% 

 人数(人) 21  21  100.0% 21  22  95.5% 20 23 87.0% 
 

住宅改修 
給付費(千円) 12,534  13,855  90.5% 8,778  13,855  63.4% 10,754 16,721 64.3% 

 人数(人) 12  15  80.0% 9  15  60.0% 11 18 61.1% 
 特定施設入居者

生活介護 
給付費(千円) 95,083  95,467  99.6% 94,431  95,520  98.9% 106,597 98,124 108.6% 

 人数(人) 40  41  97.6% 40  41  97.6% 42 42 100.0% 
地域密着型サービス          
 定期巡回・随時対

応型訪問介護看護 
給付費(千円) 6,043  7,103  85.1% 4,296  7,107  60.4% 3,962 7,107 55.7% 

 人数(人) 2  3  66.7% 2  3  66.7% 2 3 66.7% 
 夜間対応型訪問

介護 
給付費(千円) 0  0  － 0  0  － 0 0 － 

 人数(人) 0  0  － 0  0  － 0 0 － 
 

地域密着型通所
介護 

給付費(千円) 98,959  110,638  89.4% 121,263  129,453  93.7% 124,557 130,508 95.4% 
 回数(回） 1,043  1,168  89.3% 1,280  1,327  96.5% 1,344 1,338 100.4% 
 人数(人) 141  167  84.4% 177  193  91.7% 176 193 91.2% 
 

認知症対応型 
通所介護 

給付費(千円) 139,848  145,121  96.4% 130,676  146,199  89.4% 142,696 148,643 96.0% 
 回数(回） 1,029  1,061  97.0% 972  1,074  90.5% 1,108 1,092 101.5% 
 人数(人) 112  127  88.2% 106  130  81.5% 121 132 91.7% 
 小規模多機能型

居宅介護 
給付費(千円) 569,094  571,277  99.6% 581,630  578,257  100.6% 594,184 584,313 101.7% 

 人数(人) 233  250  93.2% 234  254  92.1% 236 257 91.8% 
 認知症対応型 

共同生活介護 
給付費(千円) 297,061  317,453  93.6% 296,959  318,782  93.2% 304,532 320,079 95.1% 

 人数(人) 100  99  101.0% 97  99  98.0% 99 99 100.0% 
 地域密着型特定施

設入居者生活介護 
給付費(千円) 0  0  － 0  0  － 0 0 － 

 人数(人) 0  0  － 0  0  － 0 0 － 
 地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護 
給付費(千円) 138,400  147,412  93.9% 141,085  148,186  95.2% 148,280 148,186 100.1% 

 人数(人) 41  41  100.0% 41  41  100.0% 41 41 100.0% 
 看護小規模多機

能型居宅介護 
給付費(千円) 0  0  － 0  0  － 444  0  皆増 

 人数(人) 0  0  － 0  0  － 0.3  0  皆増 
施設サービス           
 介護老人福祉施

設 
給付費(千円) 1,868,699  1,900,655  98.3% 1,863,785  1,918,693  97.1% 1,879,087 1,935,677 97.1% 

 人数(人) 597  605  98.7% 585  610  95.9% 586 615 95.3% 
 介護老人保健施

設 
給付費(千円) 308,781  317,477  97.3% 291,438  321,177  90.7% 301,035 324,701 92.7% 

 人数(人) 97  97  100.0% 92  98  93.9% 94 99 94.9% 
 

介護医療院 
給付費(千円) 6,589  17,867  36.9% 6,460  23,836  27.1% 15,319 29,795 51.4% 

 人数(人) 2  3  66.7% 1  4  25.0% 3 5 60.0% 
 介護療養型医療

施設 
給付費(千円) 0  0  － 0  0  － 0  0  － 

 人数(人) 0  0  － 0  0  － 0  0  － 

居宅介護支援 
給付費(千円) 287,227  281,717  102.0% 279,330  285,527  97.8% 269,298 289,589 93.0% 
人数(人) 1,466  1,471  99.7% 1,424  1,489  95.6% 1,412 1,509 93.6% 

計 5,675,555  5,906,899  96.1% 5,597,832  6,061,898  92.3% 5,668,419 6,162,951 92.0% 
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５ アンケート調査結果から見た現状 

第 9期計画策定の基礎資料とするため、次のとおりアンケート調査を実施しました。 

（１）調査の概要 

① 調査の対象者と配布数 

調査名 対象者 配布数 
有 効 

回答数 
回収率 

介護予防・日常生活圏域

ニーズ調査 

要介護認定を受けていない 

65歳以上の方 
1,000 606 60.6％ 

在宅介護実態調査 
在宅で生活している 

要支援・要介護認定者 
1,000 543 54.3％ 

② 調 査 期 間 令和５（2023）年１月 10日から 1月 31日 

③ 配布・回収方法 郵送配布・郵送回収 

 

（２）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（調査結果） 

① 日常生活圏域（旧町）別の状況      

【日常生活圏域別生活機能評価・機能低下該当者率】 

単位：％ 
全体 

（n=606） 
峰山町 

（n=119） 
大宮町 
（n=77） 

網野町 
（n=148） 

丹後町 
（n=74） 

弥栄町 
（n=60） 

久美浜町 
（n=120） 

運動器機能低下 16.8 19.3 26.0 15.5 13.5 10.0 15.8 

転倒リスク 33.7 31.1 40.3 35.8 31.1 30.0 31.7 

閉じこもり傾向 20.3 22.7 20.8 18.2 25.7 13.3 19.2 

低栄養 2.1 0.8 9.1 2.0 1.4 1.7 0.0 

口腔機能低下 24.1 23.5 31.2 25.0 23.0 18.3 24.2 

認知機能低下 46.5 44.5 55.8 43.2 50.0 45.0 45.0 

うつ傾向 45.9 47.1 50.6 45.9 50.0 35.0 43.3 

【老研式活動能力指標・『低い』の該当者率】 

単位：％ 
全体 

（n=606） 
峰山町 

（n=119） 
大宮町 

（n=77） 
網野町 

（n=148） 
丹後町 

（n=74） 
弥栄町 

（n=60） 
久美浜町 
（n=120） 

ＩＡＤＬ 10.7 10.1 16.9 12.2 8.1 15.0 5.0 

知的能動性 36.5 31.1 39.0 42.6 33.8 35.0 35.0 

社会的役割 51.0 41.2 54.5 56.1 58.1 63.3 40.8 
 
※ 生活機能評価（生活機能が低下している人の状況を把握） 
※ 老研式活動能力指標（ＩＡＤＬ、知的能動性、社会的役割の3つの側面で構成された高次の生活機能評価指標） 
※ 手段的自立度（ＩＡＤＬ）（買物・電話・外出等、高い自立した日常生活をおくる能力） 
※ 知的能動性（創作や余暇を楽しむ能力） 
※ 社会的役割（社会から求められる行動ふるまい） 

 

 

・日常生活圏域別でみると、項目ごとにリスク該当者の割合に差があり、圏域の特色に応じた取組

を検討し、実施していくことが必要。 

・健康寿命を延ばすためにも、また、健常な状態から要介護へ移行するフレイルで適切な支援を受

け健常な段階に戻すためにも、引き続きフレイルの概念の提唱とチェック、予防の推進が必要。  

課 題 
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② 外出・人のつながり      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新型コロナウイルス感染症の拡大により、外出回数の減少の割合が増加している。新型コロナウ

イルス感染症以外の理由としては、「足腰などの痛み」が理由として挙がっていることから、介護

予防の観点から、できるだけ外出できる環境または意識の再構築をしていくことが必要。 

・家族以外の相談相手を持つことは、外出するきっかけを作り、閉じこもりを防止し、社会参加を

促進することにつながると考えられるため、地域の集いの場などの再開を積極的に進める必要が

あり、また地域の様々な支援者間の連携を強化し、支え合いの体制づくりを進めることが必要。  

【昨年と比べた外出の回数 問２-（７）】 

【外出を控えている理由 問２-（８）-１】 

5.8

24.1

31.5

36.5

2.1

5.1

17.8

47.0 

27.8

2.3

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

とても減っている

減っている

あまり減っていない

減っていない

無回答 R4（n=606） R1（n=651）

減って 
いる 

減って 
いない 

課 題 

6.3

1.1

26.1

9.7

5.1

2.8

19.9

15.9

16.5

40.3

6.8

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

病気

障害(脳卒中の後遺症など)

足腰などの痛み

トイレの心配(失禁など)

耳の障害（聞こえの問題など）

目の障害

外での楽しみがない

経済的に出られない

交通手段がない

その他

無回答

R4（n=176）

「その他」は新型コロナウイルス 
感染症予防が最も多い 

【友人・知人と会う頻度 問６-（６）】 

10.6

32.2

29.7

12.4

10.7

4.5

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

毎日ある

週に何度かある

月に何度かある

年に何度かある

ほとんどない

無回答 R4（n=606）
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③ 健康・生きがい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【生きがいについて 問４-（18）】 

【現在の幸福度 問７-（２）】 【治療中、後遺症のある病気 問７-（５）】 

 

・生きがいを持つことは、生活の質、幸福度の向

上にもつながることから、身体的な健康づくり

とともに、こころの面での健康づくりの取組を

行っていくことが必要。 

・生活習慣病予防を推進していくとともに、性別

により抱えている病気の違いなどにも留意した

健康づくりを推進することが必要。 

 

56.8

32.5

10.7

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

生きがいあり

思いつかない

無回答

R4（n=606）

（生きがいの具体的内容） 

※ 出現回数が多いものほど、大きく表示 

0.3 

0.3 

1.2 

3.6 

3.6 

17.3 

10.1 

15.7 

24.4 

8.4 

10.1 

5.0 

0.9 

0.8 

1.1 

2.6 

3.8 

21.5 

9.2 

15.4 

20.4 

6.8 

13.5 

4.0 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

とても不幸 ０点

１点

２点

３点

４点

５点

６点

７点

８点

９点

とても幸せ １０点

未回答

R4（n=606） R1（n=651）

13.0 

39.3 

3.1 

7.8 

13.2 

12.7 

6.9 

5.3 

5.3 

10.2 

3.6 

4.5 

1.8 

0.8 

1.3 

0.3 

13.7 

7.3 

6.9 

8.7 

13.4 

40.6 

4.0 

9.2 

14.1 

13.7 

6.9 

5.7 

6.0 

14.9 

2.9 

4.8 

1.5 

1.8 

0.0 

0.9 

12.6 

5.1 

7.2 

6.9 

0.0% 20.0% 40.0%

ない

高血圧

脳卒中（脳出血・脳梗塞等）

心臓病

糖尿病

高脂血症（脂質異常）

呼吸器の病気（肺炎や気管支

炎等）

胃腸・肝臓・胆のうの病気

腎臓・前立腺の病気

筋骨格の病気（骨粗しょう症、

関節症等）

外傷（転倒・骨折等）

がん（悪性新生物）

血液・免疫の病気

うつ病

認知症（アルツハイマー病等）

パーキンソン病

目の病気

耳の病気

その他

無回答

R4（n=606） R1（n=651）

課 題 
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④ 地域活動・交流 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 週4回以上 週2～3回 週1回 月1～3回 年に数回 
参加して

いない 
無回答 月1回以上 

①ボランティアのグループ 0.7 0.7 1.0 4.6 9.7 66.0 17.3 6.9 

②スポーツ関係のグループやクラブ 2.3 5.4 2.8 4.5 4.6 65.0 15.3 15.0 

③趣味関係のグループ 1.0 3.8 3.0 10.6 9.2 58.3 14.2 18.3 

④学習・教養サークル 0.7 0.8 1.0 3.1 5.9 70.3 18.2 5.6 

⑤介護予防のための通いの場 0.7 0.7 2.6 2.3 3.5 73.6 16.7 6.3 

⑥老人クラブ 0.2 0.3 0.3 1.0 6.1 74.1 18.0 1.8 

⑦町内会・自治会 0.5 0.7 0.8 3.6 21.9 55.1 17.3 5.6 

⑧収入のある仕事 14.0 5.4 3.0 3.3 5.0 54.0 15.3 25.7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【会・グループ等への参加頻度〈問５-（１）〉】 

【地域活動に参加していない理由〈問５-（１）-１〉】 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①ボランティアのグループ

②スポーツ関係のグループやクラブ

③趣味関係のグループ

④学習・教養サークル

⑤介護予防のための通いの場

⑥老人クラブ

⑦町内会・自治会

⑧収入のある仕事

週4回以上 週2～3回 週1回 月1～3回 年に数回 参加していない 無回答

「月１回以上」は“⑧収入のある仕事”を除くと「②スポーツ関
係のグループやクラブ」「③趣味関係のグループ」が 15％以上 

（n=606） 

24.0 

9.9 

17.8 

40.2 

7.7 

13.1 

9.7 

9.9 

11.1 

14.7 

8.3 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

仕事の都合でできない

活動の内容がわからない

時間がない

興味がない

活動内容が大変だから

体調がすぐれない

知り合いがいない

いやな思いをしたくない

自信がない

その他

無回答

（n=495）

 

・高齢者の意欲や知識、才能を活かすた

め、まちづくりや地域福祉活動を推進

する住民リーダーの育成に向けた講

座の開設など、地域独自の取組を住民

が自主的に企画・運営できる仕組みづ

くりが必要。 

・自立支援事業や健康づくり活動など、

可能な限り地域の身近な場所で参加

できる機会づくり、きっかけづくりを

推進しながら、参加しやすい環境を整

備していくことが必要。 

課 題 
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⑤ 認知症・成年後見制度  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・認知症は老化による機能低下の一種であり、誰でもなりうることから、まず、認知症に関する正

しい知識の普及を図ること、早期に発見・治療できるよう、かかりつけ医と専門医療機関との連

携強化が必要。 

・認知症介護では、家族を始め地域の理解や協力が必要なことから、認知症への対応に関する正し

い知識や理解を深め、認知症の人を単に支えられる側と考えるのではなく、本人が認知症ととも

に、より良く暮らしていくことができる環境整備が必要。 

 

 

⑥ 人生の最期について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・人生の最期を迎えたい場所に「自宅」を望む方が約４割を占める一方で、「わからない」が約３割

となっていることから、市民への PRや情報提供等、引き続き普及啓発を行っていくことが重要。 

・あわせて、介護と医療の連携強化を更に進めること等による本人や家族の希望に沿った環境を整

えることも必要。  

【認知症に関する相談窓口を知っているか〈問８-（２）〉】 【成年後見制度を知っているか〈問９-（１）〉】 

【人生の最期を迎えたい場所〈問 11-（１）〉】 
【受けたい医療や介護を話し合ったことがあるか 

〈問 11-（３）〉】 

27.1

62.5

10.4

28.3

63.0

8.8 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

はい

いいえ

無回答

R4（n=606） R1（n=651）

課 題 

27.1

33.8

25.1

3.5

10.6

23.7

27.6

36.9 

5.4

6.5

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

知っている

聞いたことはある

知らない

知らないが詳しく知りたい

無回答

R4（n=606） R1（n=651）

課 題 

37.1

16.8

5.9

29.4

10.7

43.5

19.5

8.1 

22.1

6.8

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

自宅

病院

特別養護老人ホームなど

の介護施設

わからない

無回答

R4（n=606） R1（n=651）

27.2

42.9

18.3

1.8

9.7

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

話したことがある

話したことがない

今後話す予定

その他

無回答

R4（n=606）
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（３）在宅介護実態調査（調査結果） 

① 在宅生活の継続        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「単身世帯」が２割を超え、また、後期高齢者の割合が増加する中、親族からの介護が「ない」と

回答された方も２割以上となっていることから、介護度の重度化防止を始め在宅介護を支援する

多様な取組についても併せて進めることが必要。 

・移動や外出同行の支援・サービスの意向が高いことから、公共交通も含めた移動手段の確保によ

り、高齢者が外出しやすい環境づくりを進めていくことが求められている。 

・心身の健康を保つため、運動による筋力の低下防止が重要との認識をお持ちの方が多いことから、

歩いてすすめる健康づくりを始めとした健康づくりの取組を促進していくことも重要。  

【世帯類型〈問１-（１）〉】 
【生活を継続するために必要と感じる支援・サービス 

〈問２-（５）〉】 

【家族や親族の方からの介護頻度〈問３-（１）〉】 【心身の状態を元気にするために取り組みたいこと
〈問２-（２）〉】 

課 題 

24.5

23.6

43.1

8.8

24.6

23.3

48.7 

3.4

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

単身世帯

夫婦のみの世帯

その他

無回答

R4（n=543） R1（n=593）

14.9

6.3

10.3

8.8

6.4

15.5

22.3

13.3

5.2

3.1

29.7

20.8

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特になし

無回答

R4（n=543）

21.4

7.6

7.0

6.1

40.5

17.5

21.2

6.2

9.1 

6.1

39.3

18.0

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

ない

週に１日よりも少ない

週に１～２日ある

週に３～４日ある

ほぼ毎日ある

無回答

R4（n=543） R1（n=593）

12.0

40.3

4.4

1.1

3.1

11.0

28.0

12.3

31.0

11.3 

1.5

3.3

11.1

29.5

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

野菜づくりや園芸など、体を動か

すこと

運動による筋力の低下防止

趣味などを持ち、活動すること

行事や地域活動への参加

地域のサロンなどへの参加

その他

無回答

R4（n=543） R1（n=478）
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② 介護者の勤労継続       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・全体として、介護による離職者は少ないものの、介護者は「子」が多く、働きながらの介護の継

続が難しいと感じている方が一定数いることを考慮すると、介護との両立を図るためには、希望

に沿った介護サービスを利用できることはもちろん、勤務環境においても、多様な働き方を実現

していくことが求められている。  

【過去１年の間の離職状況〈問３-（７）〉】 

【主な介護者〈問３-（２）〉】 

【仕事と介護の両立に効果がある勤め先からの支援 
〈問３-（８）-３〉】 

6.0

1.8

0.0

0.6

62.3

2.4

26.8

10.0

1.9

1.9 

1.1

60.8

5.3

21.4

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者以外の家族・親族が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者が転職した

主な介護者以外の家族・親族が転職した

介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない

わからない

無回答

R4（n=332）

R1（n=360）

課 題 

25.0

48.8

15.1

1.2

1.8

2.7

5.4

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

配偶者

子

子の配偶者

孫

兄弟・姉妹

その他

無回答
R4（n=332）

16.7

28.2

22.4

18.6

3.8

5.1

5.8

23.1

3.2

16.7

3.2

10.3

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

自営業・フリーランス等のため、勤め先はない

介護休業・介護休暇等の制度の充実

制度を利用しやすい職場づくり

労働時間の柔軟な選択（フレックスタイム制など）

働く場所の多様化（在宅勤務・テレワークなど）

仕事と介護の両立に関する情報の提供

介護に関する相談窓口・相談担当者の設置

介護をしている従業員への経済的な支援

その他

特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答 R4（n=156）
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③ 介護者の負担軽減      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・介護者は 70代以上が３割以上を占め、今後、介護者の体力的・精神的な負担が大きくなっていく

ことが懸念される。 

・あわせて、介護者が不安に感じる介護等を支援するサービスの充実が求められている。 

【主な介護者の年齢 問３-（４）】 

【主な介護者の方が不安に感じる介護等 問３-（６）】 

課 題 

0.0

0.3

0.6

2.4

21.1

37.7

19.3

17.2

0.0

1.5

0.0

0.0

1.1 

1.9

25.6

36.7

20.3

12.5

0.8

1.1

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

20歳未満

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80歳以上

わからない

無回答 R4（n=332） R1（n=360）

12.3

15.4

3.0

10.5

0.9

3.0

7.5

13.9

5.7

21.7

1.8

8.1

7.2

5.7

3.6

7.2

0.9

38.6

13.3

17.8

6.9 

17.5

3.9

5.6

7.2

16.9

8.3

23.6

5.0

12.5

6.4

6.4

1.9

8.1

3.6

11.9

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

わからない

無回答

R4（n=332）

R1（n=360）
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６ 第９期計画における取組課題 

 

 

 

 

第９期計画期間中の令和７（2025）年には団塊の世代が全て後期高齢者（75歳以上）と

なり、さらに令和 22（2040）年に向けて、後期高齢者の割合は増加傾向にあります。本市

の高齢化率は、令和 22（2040）年には 48.1％になることが見込まれ、今後、高齢化が進行

し、生産年齢人口が減少していくことを見据え、中長期的な視点から介護サービス基盤の

確保、医療・介護の連携強化、介護予防の更なる充実などの取組を推進していく必要があ

ります。 

 

 

 

 

高齢者虐待防止、介護現場での安全性の確保とリスクマネジメントの推進のほか、高齢

になっても住み慣れた地域で自分らしい生活を送ることができるよう、医療、介護、介護

予防、住まい、生活支援などのサービスや支援が包括的に確保される地域包括ケアシステ

ムを深化・推進していく必要があります。加えて、8050問題やヤングケアラーなど、多様

化・複雑化する課題に対応できるよう「地域共生社会」の実現を目指し、他分野との連携

を促進し、より良い地域づくりを進めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

中長期的な視点に立った介護サービス基盤の確保と施策の推進 

課題 ２ 地域共生社会の実現 

 

 

 

課題 １ 
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健康寿命を延伸し、活力ある生活を送れるよう、栄養・食生活の改善、身近な地域での

主体的な健康づくり活動の拡大等に取り組むことが重要です。新型コロナウイルス感染症

の流行により低下した外出への意識の再構築、生きがいづくりやボランティア等による社

会参加の促進など、シニア世代が元気に活躍できるまちづくりを推進するとともに、身近

な地域における通いの場を充実させ、参加者やその活動の拡大を図るなど、住民の介護予

防に対する意識・理解を深めながら、今後も介護予防・重度化抑制に向けて取り組んでい

く必要があります。 

 

 

 

 

後期高齢者の増加とともに、認知症高齢者の増加が見込まれています。認知症は誰でも

なりうることから、認知症に関する正しい知識の普及啓発や予防・早期発見、地域や医療

等の関係機関と連携した支援等のほか、相談体制の充実等も含めた総合的な支援策の充実

に取り組み、住み慣れた地域の中で尊厳が守られ、自分らしく暮らし続けることができる

社会を目指していく必要があります。 

 

 

 

 

今後、生産年齢人口が減少していく中で、介護サービスを安定的に提供していくために

は、介護サービスの基盤を支える人材の確保と職場への定着への対応が急務となっていま

す。介護人材の確保に向けた取組に加え、働きやすい職場づくりを始めとした離職防止・

定着促進など、様々な支援や施策に取り組むことが重要です。加えて、ＩＣＴの導入を推

進し、介護現場の生産性の向上を図ることも重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

課題 ３ 健康づくりと生きがいづくり、介護予防の推進 

 

 

 

課題 ４ 認知症施策の総合的な推進 

 

 

課題 ５ 介護人材確保と介護現場の生産性向上の推進 

 

 


